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日本版FMCを用いた効率的な投信ビジネス立ち上げ
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2024年度 Tokyo 独立開業道場
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日本資産運用基盤グループ概要
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名前：大原 啓一

学歴：

2003年3月 東京大学法学部卒業

2010年7月 London Business School 金融学修士修了

職歴：

2003年4月 野村総合研究所入社、資本市場研究部配属

2004年4月 野村證券へ転籍、野村資本市場研究所へ出向

2004年7月 興銀第一ライフアセットマネジメント（現アセットマネジメントOne）入社

2007年8月 DIAM International Ltd.（ロンドン現地法人）出向

2015年8月 マネックス・セゾン・バンガード投資顧問株式会社を創業、取締役副社長に就任

2016年1月 同社代表取締役社長に就任

2017年9月 同社代表取締役社長を退任

2018年5月 日本資産運用基盤株式会社（現JAMPフィナンシャル・ソリューションズ）を創業

本日のスピーカーの紹介

自らの資産運用会社立上げ・経営時の苦労等から、金融・資産運用業界の成長には事業基盤が必要であ
ると考え、日本版TAMPである日本資産運用基盤グループを創業 / これからの日本の経済成長は金融業
、特に資産運用業界の成長がカギになるとの想いから、特にそこでの事業基盤提供に注力

自ら資産運用会社を創業・経営
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顧客金融機関の資産運用サービス事業の立上げや高度化・効率化化ニーズに対し、弊社が事業支援プラ
ットフォームとして、外部のリソースを集約し、SaaS-Likeな事業基盤サービスとして提供

日本資産運用基盤の提供サービス
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これまで6年間半の顧客金融機関との対話や業界分析等に基づき、金融機関が直面する様々な事業課題
に対して、「最大公約数」的な事業ソリューションを考案・開発し、その提供実績を積み重ねている段
階 

日本資産運用基盤の提供サービス
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国内籍投信ビークルが必要不可欠な資産運用業界

日本で資産運用ビジネスを営もうとすると、事業規模を大きくするためには、国内籍投信を用いたサー
ビス提供が必要不可欠

資産運用会社

機関投資家 個人投資家

投資助言 投資一任 外国投信 国内投信 投資助言
投資一任

（SMA
）

外国投信 国内投信

ファン
ドラッ
プ

年金等のみ 地銀等は困難 地銀等に人気
（会計的理由も

）

公募投信

約230兆円

私募投信

約1１7兆円

（*）投信協会データより（契約型投信のみ/日銀保有ETF含む）

小口利用や流動性、法定開示の充実、会計上のメリット等から投資家需要が
強い
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日本の投資信託ビジネスの非効率性

「投資信託ビジネス（委託業）」の「業務」は、大きく以下の２つに分けられるが、 日本ではこれら2
つの業務が混然一体で運営されているという非効率が存在

②ファンド・マネジメント業務

①アセット・マネジメント業務

「投資信託委託」業務

商品（投資信託）を作る（投資信託の設定）

投資信託を運営・管理する（ミドル・バックオフィス業務）

－非高付加価値機能－

顧客の資金を有価証券等で運用する

（株や債券等の投資判断＋ポートフォリオリスク管理）

－高付加価値機能－

資産運用会社が本当に集中したいのはこの①アセット・マネジメント業
務
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欧米では一般的なFMCという業態

欧米では、ファンド（投信）の運営については、ファンドマネジメントカンパニー（FMC）と呼ばれる
ファンド運営（Fund Mgmt）機能に特化した金融機関が担い、ファンド資産の投資運用機能や事務機
能等も外部金融機関へ委託することが一般的

投資家

販売会社

受託銀行

保振機構

UCITS
ファンド

アドミニ
ストレー
ター

運用会社

投資信託委託会社

国内籍
投信

アドミ業務 運用業務

欧州UCITSの関係者 国内投資信託の関係者

ファンド
マネジメント
カンパニー
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日本版FMCによる投信ビジネス効率化

②ファンド・マネジメント業務

①アセット・マネジメント業務

「投資信託委託」業務

商品（投資信託）を作る（投資信託の設定）

投資信託を運営・管理する（ミドル・バックオフィス業務）

－非高付加価値機能－

顧客の資金を有価証券等で運用する

（株や債券等の投資判断＋ポートフォリオリスク管理）

－高付加価値機能－

JAMPファンド・マネジメント株式会社

顧客である金融機関には、高付加価値機能であるアセット・マネジメント業務に集中していただくサービス

欧米をはじめとする諸外国のようにファンド・マネジメント業務の切り離しを企図して、当社がファンド・マネジメ
ント・カンパニー（FMC）を設立し、「投資信託委託業」の認可を受けた。

面倒なファンド・マネジメント業務を丸ごと受託
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三菱UFJ信託銀行と連携した日本版FMCソリューション

弊社子会社が日本初となる日本版FMCの役割を担うことについて金融庁等と折衝を行ない、そのソリュ
ーション提供に問題なしとの見解が示されたことを受け、２０２２年6月末に専用子会社（ＪＡＭＰフ
ァンドマネジメント）を設立し、昨年秋から三菱UFJ信託銀行とともに日本版FMCソリューションの提
供を開始
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（事例紹介）肥後銀行の投資助言子会社と連携した取組み

投資信託の設定やその運営・管理等に係る全ての業務をJAMPFMと三菱UFJ信託銀行が担いつつ、投資
助言会社である九州みらいインベストメンツが投資判断業務に集中するという効率的な事業スキーム
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日本版FMCソリューションの利用にあたってのポイント

日本版FMCソリューションにおいては、弊社の顧客は投資家（投資信託の受益者）であり、新興・外資
系資産運用会社は弊社にとって顧客ではなく、事業パートナーという位置づけ / 従って、日本版FMCソ
リューションの提供に際しては、投資運用業務の委託先として適正かを厳格にデューデリジェンスさせ
て頂き、運用開始後も継続的にモニタリングを実施

投資信託の顧客はこちら
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（ご参考）「基準価額の一者計算」を通じた事業効率性向上

主にFund Management業務に集中 主にFund Administration業務に集中

主にAsset Management業務に集中

委託業務モニタリング

（牽制機能の発揮）

委託業務モニタリング

（牽制機能の発揮）

「基準価額の一者計算」スキームを日本で初めて標準装備することにより、投資信託委託業務の全体工
程の最適化を通じた事業効率性の向上を実現


